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近年、景観を考慮した観光地の整備を進める上で、景観の阻害要因となる電柱を地中

に埋める無電柱化事業が注目されている。ただし、無電柱化事業には多額の費用がかかる

ため、費用に対する無電柱化の便益を明らかにすることは重要である。特に観光地におい

ては、観光客にとっての無電柱化便益を明らかにすることは重要である。本研究では世界

遺産であるものの、いまだ無電柱化整備が実施されていない富岡製糸場を研究対象とした。

そして富岡製糸場近辺で無電柱化事業を実施した場合、どの程度観光客から評価されるか

仮想評価法（Contingent Valuation Methods, CVM）を用いて分析した。分析の結果、富岡

製糸場周辺における無電柱化事業はある程度観光客から評価されることが分かった。 

 

キーワード：世界遺産、無電柱化、仮想評価法（CVM）、富岡製糸場、景観整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 はじめに 

近年、我が国において観光産業への関心が高まっているが、観光地の魅力を高めるため

には、景観の整備が必要不可欠である。そのため、観光地では景観を阻害する要因と成り

得る電柱の存在に注目が集まっている。例えば、電柱の多い我が国において、道路整備の
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際に無電柱化（電柱の地中化）事業を行うことによって、観光地の景観を大きく向上させ

ることが可能である。そこで本研究では観光地周辺における無電柱化事業に注目する。 

景観形成・観光振興の観点から無電柱化事業が期待される理由には、人々の景観に対す

る意識も大きい。土岐（2015）は、国土交通省の「景観に関する意識調査」（2015）に依拠

しながら、日本人の景観認識について論じている。同調査によると、人々が思う優れた景

観としては「緑地や樹林地等の緑の景観」、次いで「歴史的な景観」が選ばれている。次に、

景観に関する国土交通省・地方自治体の施策として評価できるものを質問したところ、「緑

地保全、緑化推進時の充実」に次いで「電線地中化の推進」が高く評価されていることが

分かる。また、中部開発センター（2005）によると、日本人だけでなく多くの在日外国人

も、日本の電柱は日本の景観を損ねており整備する必要があると考えていることが分かる。

以上から、歴史的な景観の重要性と、電線地中化の推進の重要性が浮かび上がる。 

観光地における無電柱化の利点は景観向上だけにとどまらない。国土交通省（2018）は

基本的な方針の中で、①防災の面、②安全・円滑な交通確保の面、③景観形成・観光振興

の面、④オリンピック・パラリンピック関連の 4 つの面から重要とされる道路を無電柱化

事業の優先対象としている。これらは無電柱化の利点から検討されたものである。観光地

にとっても、災害時の電柱転倒による二次災害の回避、観光客が景観を楽しみながらゆっ

たりと移動できる快適な移動空間といった観点から、障害となりえる電柱を地中化する無

電柱化事業は望ましいと考えられる。 

しかし、我が国における無電柱化は依然として進んでいない（国土交通省、2008）。近年

の我が国では「無電柱化推進計画」（国土交通省、2018）が策定されて無電柱化の大きな気

運が高まっているものの、現状では地上電柱の方が増加傾向にあり、諸外国の主要都市と

比較しても大きく遅れている状況である（国土交通省、2008；2018a）。無電柱化を阻害す

る大きな要因としては、建設時にかかる費用が挙げられる。無電柱化の費用は基本的には

道路管理者や電線管理者が負担することとなるため、道路を管理する自治体の財政に大き

くかかわってくる。さらに無電柱化工事の際には地域住民は一定期間の不便が発生する。

このような費用が無電柱化事業の推進を阻害していると考えられる。 

そこで本研究では、観光地における無電柱化事業について、住民ではなく観光客の視点

からの評価に注目した。無電柱化による景観向上が観光客に評価されるのであれば、無電

柱化事業の費用を観光客から徴収するような方法も考えられるからだ。そのため、分析手

法として、環境評価で用いる標準的な手法である仮想評価法（Contingent Valuation 

Methods; CVM）を用いた。そして、観光地を訪れる観光客がより美しい景観を享受するこ

とができることに対する支払意思額（willingness to pay; WTP）を明らかにし、その額か

ら無電柱化事業の可能性を検証した。 

対象としては、世界遺産として認定された群馬県の富岡製糸場を取り上げた。富岡製糸

場を対象に選んだ理由はいくつかある。第１に、後述のように世界遺産に指定を受けてお

り、日本を代表する観光地の一つであるからである。第２に、世界遺産の指定を受けて間
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もないため、現在、製糸場内の整備を進めつつ、周辺の整備も視野に入れている状況だか

らである。第３に、東京から近距離にあり、調査対象である首都圏の人々にイメージがし

やすいからである。 

本研究の構成は以下のようになっている。次節において先行研究を紹介する。第 3 節に

おいては富岡製糸場について、富岡製糸場近辺の無電柱化事業の近況を踏まえて説明する。

第 4 節において CVM 概要を、第 5 節では調査概要を説明する。そして第 6 節では分析モデ

ルを、第 7節では分析結果と考察を説明し、最後に結びとする。 

 

2 先行研究 

 先行研究を紹介し、本研究の位置づけについて述べる。まず、無電柱化事業の評価に関

する研究はいくつかあるものの、そう多くはない。既存の無電柱化事業の評価に関する研

究をみると、一般的にヘドニックアプローチが用いられている。これら研究は、すでに無

電柱化事業が実施された地域を対象とした地価データを使用した分析となっている。

McNair & Abelson（2010）はオーストラリアにおける無電柱化事業を分析し、2257（円／

月・世帯）の価値があることを示している。我が国をみると、足立・井上（2011）は 8750

（円／月・世帯）、河野・田中（2015）は 6250（円／月・世帯）の価値を示している。我が

国では国交省（2007）でも無電柱化事業の景観便益を 1 世帯あたりの支払意思額は 117 万

円であると提示している。ただし、ただし、河野他（2018）はこの値の定量的な妥当性に

ついては疑問視している。以上、ヘドニックアプローチによる研究はいくつかあるものの、

無電柱化事業はそれほど進んでいない我が国においては、分析対象となる地域が限られる。

特に土地の取引が少ない観光地を対象とした研究にはそれほど適さないと考えられる。 

そこで仮想評価法（Contingent Valuation Method; CVM）を用いた分析方法に注目した。

CVMは仮想的なシナリオを想定して、人々からの現状から仮想的な状態への変化に対する支

払意思額（willingness to pay; WTP）を聞き出す方法で、主に環境評価の分野で用いられ

ている。吉田他（1997）は農村景観についての経済評価を行っている。また、観光地を対

象とした研究等にも多く用いられている。例えば、Mudiyanselage and Rathnayake (2016)

はスリランカの象を観察できるミネリヤ国立公園の整備について、Pengwei and Linsheng 

(2018)は中国のフルン湖保護地区について、Haider et al. (2018) はバングラディッシュ

の観光地について CVM を用いて評価を行っている。さらに、CVMは自然環境の価値の評価だ

けにとどまらず、人工的な遺産や観光地の整備に対する評価にも用いられている。Maltese 

et al. （2017）はイタリアのミラノの遺産を巡るためのモビリティ整備について、Mjelde 

et al. （2017）は朝鮮半島の DMZ（非武装地帯）での平和公園建設について、垣内・吉田

（2002）は富山県五箇山合掌造り集落についての評価に適用している。本研究でもいまだ

無電柱化事業が実施されてない地域を対象とした分析を実施するため、CVMを用いた研究を

実施することとする。無電柱化事業の CVM 研究についてみてみると周藤（1989）が道路整

備の CVM の一部として無電柱化の評価も行っている。同研究によると、無電柱化による景
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観改善に対する住民の WTPは 1374円であることが示されている。 

周藤（1989）や先に紹介したヘドニックアプローチによる研究は、主に無電柱化地域の

住民を対象とした研究となっている。そのため、これら無電柱化先行研究での価値は地域

住民が無電柱化地域に中長期的に居住し続けることによって得られる便益の価値となって

いる。一方、本研究は観光客を対象としている点が異なっている。そのため、本研究で想

定する無電柱化価値は、観光客の無電柱化地域への一回一回の訪問時に得られる便益の価

値となっている。よって、無電柱化地域に触れる期間が少ない分、一人当たりの WTP は既

存研究よりも小さな値となることが予想される。ただし、観光客全体の TWTP（total 

willingness to pay）で見た場合、観光客の訪問人数が多い場合は、一般的な居住地域よ

りも無電柱化価値が大きくなる可能性も考えられる。 

 

3 富岡製糸場と無電柱化について 

富岡製糸場は群馬県富岡市に存在し、東京から約 100km の距離に位置する。その設立は

古く、1872 年（明治 5 年）に日本で初めて設立した国営の製糸場である。現在も当時に建

設された建物や内部の機器が多く保存されている。そのため、2014 年には、群馬県の「富

岡製糸場と絹産業遺産群」として、ユネスコ（国連教育科学文化機関）の世界文化遺産に

登録された。富岡製糸場は 2005年に一般公開されるようになり、翌年にはユネスコ世界遺

産暫定リストに掲載されている。そして 2007 年からは有料化（500 円）されるようになっ

た。2012年にはユネスコへ推薦書が提出され、翌年の 2013年にイコモス（国際記念物遺跡

会議）の現地調査、さらに翌年の 2014年にはイコモス勧告を得て、世界文化遺産に登録さ

れ、国宝にも指定された。また、設備の保全費用の徴収等も考慮して、同年に入場料が 1000

円に値上げしている。富岡製糸場調べによると、ユネスコ世界遺産暫定リストに記載され

た年以降から来場者数が 10万人以上になったこと、ユネスコ世界文化遺産に登録された年

以降にさらに大きく増加して、登録された 2015年には 100万人以上であったことが分かる。 

次に富岡製糸場周辺における無電柱化状況について説明する。富岡市の「富岡市まちづ

くり計画」（2006）を見ると、将来都市像を「歴史と文化と自然をつむぐ心のまち とみお

か」とし、都市計画が策定されている。この中には歴史的な街並みの地域や美しい景観の

実現を目指して富岡製糸場や市内の無電柱化事業の実施計画も明記されている。ただし、

本計画書における無電柱化事業の計画に関しては現状では頓挫している状況となっている。

その理由に関して富岡市へのインタビューを行ったところ、工事期間に地域住民にかかる

と予想される負担などから大きな賛同が得られていない状況であることが分かった。 

ただし、世界遺産である富岡製糸場を無電柱化することは、景観向上をもたらし多くの

観光客にとってプラスになると考えられる。さらに景観向上による観光客の増加は地域経

済を活性化させるという点で住民にとってもプラスをもたらすと考えられる。 
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4 CVM調査シナリオ 

本節では CVM 調査票について説明する。まず、本調査を実施する以前に、約 200 人の被

験者を対象にプレテストを実施した。そして被検者からは調査票の不備や CVM シナリオで

想像しづらい部分をできるだけ挙げてもらい、フィードバックを行った上で調査票の精度

の向上に努めた。 

作成した調査票の構成は 3 段階になっている。まず 1 段階目で、富岡製糸場についての

説明を行い、訪問経験があるかどうかについて質問を行った。2段階目では無電柱化事業に

ついての説明を行い、人々には無電柱化事業の認知度、身の回りの無電柱化具合について

質問を行った。そして 3 段階目で CVM シナリオを提示し、富岡製糸場周辺での無電柱化事

業に対する支払意思額を調査した。 

次に CVM シナリオについて説明をする。本調査で使用した CVM シナリオは図 1 の通りで

ある。今回は回答者の旅行費用をコントロールするため、全員に富岡製糸場へ旅行に来て

おり、これから入場するという時点を想像してもらう仮想シナリオを設定した。さらに無

電柱化事業によって景観や歩行空間が改善されることや事業の実施範囲、事業を実施した

際にかかる費用の情報を明確に伝えている。また、解答者にはもし提示額に対して支払意

思を示した場合は実際に自分の所持金から支払ってもらうことを丁寧に伝え、できるだけ

本気で答えてもらうようにしている。今回、スコープテスト（Corson et al.、1996）のた

め、無電柱化実施範囲が 100m と 200ｍの 2 パターンのシナリオを用意している。これは無

電柱化実施範囲が大きくなった場合に支払額も増えるかどうかを検証するためである。 

 

 あなたは富岡製糸場へ旅行に来ており、これから入場するとします。 

 あなたが富岡製糸場へ入場する際、以下の事業のための寄付金を募っていま

す。 

 そこで、あなたのご意見をお聞きします。 

 なお、次の点にご留意ください 

 仮想的な質問ですが、実際に富岡製糸場に入る気持ちになって、熟

慮のうえでお答えください。 

 寄付金が十分に集まらなければ事業は実施されず、現状のままで

す。 

 入場料も寄付金も支払うことで、あなたの自由に使えるお金が実際

に減ることを考慮してお答えください。 

＜無電柱化事業＞ 

 写真３は、写真奥の富岡製糸場入り口へと続くメインルートの城町通りで

す。ここを無電柱化する事業計画があるとします。 

 無電柱化することで、将来的な観光客は歩行空間の確保、景観向上といった

メリットを得ることができます。 
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 無電柱化は富岡製糸場入り口前から１００メートル分（地図１の赤い点線囲

い部分）を行い、それに伴う事業費用は５千万円かかるとします。 

 事業費用には、現在の富岡製糸場入場料金１０００円に上乗せした寄付金を

あてることとします。 

寄付金受付期間は５年間であり、城町通りが無電柱化されること以外はすべて変化し

ないとします。 

    

Before: 城町通り・無電柱化前（現状）  After: 城町通り・無電柱化後（事業後） 

【写真３：城町通り無電柱化事業の前後（写真奥は富岡製糸場）】 

 

【地図１：富岡製糸場周辺地図（赤点線部分は無電柱化事業計画場所）】 

出典：google map 

図 1 CVMシナリオ 
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以上のシナリオを踏まえた上で、人々から富岡製糸場入口の無電柱化事業に対する支払

意思額を訪ねた。図 2 のように、質問形式は二肢選択方式（Mitchell and Carson、1989；

栗山他、2000）を採用した。質問の仕方は、上述した CVM シナリオのもとで富岡製糸場に

入場する際、入場料にプラスしてこちらが提示した寄付金を追加的に払えるかどうか尋ね

る形式とした。寄付金額は 200 円、400 円、600 円、800 円の 4 パターンとなっている。さ

らに、支払意思額を回答してもらった上で、回答理由についても質問している。以下、支

払意思額に関する質問である。 

 

では、上記の事業のため、あなたには入場料１０００円に追加して寄付金２００円も

お願いしたいのですが、支払っていただけますか。以下の２つの入場料支払いプランの

どちらかを選んでください。さらに矢印に従って回答の理由を 1 つ回答ください。 

現状プラン】 

入場料のみ  

１．１０００円 

無電柱化寄付プラン】 

入場料＋寄付金 

２．１０００円＋２００円 

図 2 WTP 質問 

 

5 調査概要 

本研究では、アンケートを、実際に富岡製糸場を訪れている観光客ではなく、インター

ネットによって実施した。つまり、本研究では潜在的な観光客の視点から富岡製糸場近辺

における無電柱化事業がどの程度評価されるかを調査している。そのため、今回アンケー

ト調査の母集団となるのは、潜在的に富岡製糸場の観光客となる可能性がある人々となる。

そこで、より効率的にサンプルを採取するために、高崎商科大学が行った富岡製糸場周辺

における観光客満足度調査（2015）を参考にした。富岡製糸場周辺における観光客満足度

調査（2015）では富岡製糸場への観光客がどのような特性でどこから訪れているかがまと

められている。本研究ではこれを参考にサンプルの年齢比率と調査対象とする都県を絞っ

た。アンケートは 2018年 2月下旬に、日経リサーチの協力のもとウェブ上で行った。 

表 1 は実際に収集したアンケートの属性別の割合を示している。男女比はほぼ同数を収

集した。年代に関しては 60 代が最も多く、次いで 40 代と 50 代が多い比率となっている。

また、居住地に関しては富岡製糸場周辺における観光客満足度調査（2015）の比率に合う

形で収集したことにより、東京都から最も収集することとなった。次いで神奈川県や千葉

県からの回収率が高い。富岡製糸場が存在する群馬県からの回収率が低いが、これは観光

客満足度調査（2015）において同県内からの観光者数が低かったためこれに合わせる形の

割合となっている。 

 

表 1 回収サンプルの属性別の割合 
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性別 女性 男性

51% 49%

年代 20代 30代 40代 50代 60代

7% 14% 24% 24% 30%

居住地 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県

3% 3% 2% 14%

千葉県 東京都 神奈川県 新潟県

20% 39% 24% 3%
 

 

 図 3 は今回のアンケートで得られたサンプルの所得分布と、我が国における所得分布と

を比較したものである。我が国の所得分布は平成 28年国民生活基礎調査のものである。全

体的にはおおむね似たような傾向にあるものの、本調査では国民生活基礎調査と比較して

200万円から 399万円の割合が少なく、200万円未満の割合が多い結果となっている。その

理由としては、本調査においては富岡製糸場の潜在的な観光客を想定するために 60代以上

からの回収率をあらかじめ高く設定したことが考えられる。そのため、就労者比較して比

較的所得が少ない退職者の回答が多くなってしまっている可能性が考えられる。 

 

 

図 3 所得分布 

注：本調査と平成 28年国民生活基礎調査からの所得を比較 

 

次に表 4 は提示額別の支払意思の割合を、工事範囲を 100m の場合と 200m の場合に分け

て示したものである。100mの場合も 200mの場合も 200円の提示額に対して最も支払うと回

答する割合が高いことが分かる。また、提示額が 400円以上になると、100mの場合も 200m

の場合も支払うと回答する割合が減少することが分かる。全体で見ると、約 30%の人々が富

34% 

18% 19% 

9% 10% 

4% 6% 

20% 

27% 

19% 
14% 

9% 
5% 

7% 

0%
5%

10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%

アンケート調査 平成28年国民生活基礎調査 
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岡製糸場周辺における無電柱化事業に対して支払意思があることが分かった。また、本調

査ではスコープテストのために事業範囲を 100m と 200m との 2 パターンで行っているが、

今回両者には統計的な有意な差は見られなかった。富岡製糸場近辺での無電柱化事業に関

しては、人々にとって無電柱化事業をするかしないかが重要であって、その実施範囲につ

いてはそれほど重要視されていない可能性が示唆される。 

提示金額に対して払うと回答した場合と払わないと回答した場合に対してそれぞれ理由

も調査している。その結果、提示額に対して払うと回答した人々はおおむね富岡製糸場近

辺における無電柱化事業にポジティブな評価をしていることが分かった。一方、払わない

と回答した人々の意見は様々であるが、大きく 2つの意見が存在することが分かった。第 1

に、無電柱化事業の費用の捻出方法に対して疑問を持つ回答者が多いことが分かった。こ

うした反対意見から、無電柱化事業の費用の捻出方法として、国、または地方の税金では

なく、観光客からの寄付金を募る方法に疑問を持つものも多いことが分かった。第 2 に、

無電柱化事業の効果に対する費用の大きさから反対する意見も多く存在した。 

 

 

 

表 4 提示額に対する支払意思（%） 

200円 400円 600円 800円 全体
払う 49% 20% 30% 28% 32%

払わない 51% 80% 70% 72% 68%
払う 40% 30% 17% 26% 28%

払わない 60% 70% 83% 74% 72%
払う 45% 25% 23% 26% 30%

払わない 55% 75% 77% 74% 70%

100m

200m

全体
 

注：観測数は 597である。 

 

6 分析モデル 

収集したデータを使用して WTP を推定するが、本節では推定モデルについて説明する。

本研究の推定には Hanemann（1984）の二肢選択モデル用いる。個人iの間接効用を無電柱化

政策qに対してptの寄付金を支払う場合（𝑦𝑒𝑠）を𝑈𝑖,𝑦𝑒𝑠、支払わない場合（𝑛𝑜）を𝑈𝑖,𝑛𝑜とす

ると、それぞれの確定要素𝑉𝑖,𝑦𝑒𝑠、𝑉𝑖,𝑛𝑜と誤差項𝜀𝑖,𝑦𝑒𝑠、𝜀𝑖,𝑛𝑜によって表すことができる。ここ

で𝑀𝑖は所得水準、𝑋𝑖を個人特性とする。 

 

𝑈𝑖,𝑦𝑒𝑠 = 𝑉𝑖,𝑦𝑒𝑠 + 𝜀𝑖,𝑦𝑒𝑠 = 𝑉𝑖(𝑞,𝑀𝑖 − 𝑝𝑡, 𝑋𝑖) + 𝜀𝑖,𝑦𝑒𝑠 

𝑈𝑖,𝑛𝑜 = 𝑉𝑖,𝑛𝑜 + 𝜀𝑖,𝑛𝑜 = 𝑉𝑖(0,𝑀𝑖 , 𝑋𝑖) + 𝜀𝑖,𝑛𝑜 

 

よって、個人iが𝑦𝑒𝑠と回答する確率を以下のように記述できる。 
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𝑃𝑟𝑖[𝑦𝑒𝑠] = 𝑃𝑟𝑖[𝑈𝑖,𝑦𝑒𝑠 > 𝑈𝑖,𝑛𝑜] 

= 𝑃𝑟𝑖[𝑉𝑖,𝑦𝑒𝑠 + 𝜀𝑖,𝑦𝑒𝑠 > 𝑉𝑖,𝑛𝑜 + 𝜀𝑖,𝑛𝑜] 

= 𝑃𝑟𝑖[𝜀𝑖 > −∆𝑉𝑖] 

 

ただし、 

 

∆𝑉𝑖 = 𝑉𝑖,𝑦𝑒𝑠 − 𝑉𝑖,𝑛𝑜、𝜀𝑖 = 𝜀𝑖,𝑦𝑒𝑠 − 𝜀𝑖,𝑛𝑜 

 

さらに∆𝑉𝑖は無電柱化事業による景観の改善𝛼と価格の対数値𝑙𝑛𝑝𝑡の関数として以下のよう

に定義する。 

∆𝑉𝑖 = 𝛼 + 𝛽𝑙𝑛𝑝𝑡 

 

ここで、εyes およびεnoが第一種極値分布(Gumbel 分布)に従うと仮定するとεがロジステ

ィック分布となり、ロジットモデルが適用できる。ロジットモデルでは、回答者が YES と

答える確率は、以下の通りとなる。 

Pri[yes] =
1

1 + exp(−∆Vi)
 

 

対数尤度関数は以下のように表すことができ、最尤法を用いて𝛼と𝛽の値を推定する。 

 

𝑙𝑛𝐿 =∑[𝑑𝑖,𝑦𝑒𝑠 𝑙𝑛 𝑃𝑟𝑖[𝑦𝑒𝑠] + 𝑑𝑖,𝑛𝑜(1 − 𝑙𝑛𝑃𝑟𝑖[𝑦𝑒𝑠])]

𝑖

 

 

次に、WTPの推計を行う。提示額𝑝𝑡に対して𝑦𝑒𝑠と答える確率が 0.5となる支払意思額（WTP）

の中央値は、∆𝑉𝑖 = 0となる水準であるため、推定した𝛼と𝛽を用いて以下のように計算でき

る。 

 

𝑊𝑇𝑃1̃ = 𝑒𝑥𝑝 (−
𝛼

𝛽
) 

 

さらに、支払意思額にその他の特性が影響する場合、効用差関数は以下のように定義する

ことができる。 

∆𝑉𝑖 = 𝛼 + 𝛽𝑙𝑛𝑝𝑡 + 𝛾𝑋𝑖 

 

よって、他の特性も考慮した場合の WTPは以下のようになる。 
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𝑊𝑇𝑃2̃ = 𝑒𝑥𝑝(−
𝛼 + 𝛾�̅�

𝛽
) 

  

以上で定義した方法により、価格のみのモデル（１）、その他の特性も考慮したモデル（２）

でパラメータを推定し、これによって𝑊𝑇𝑃1̃ 、𝑊𝑇𝑃2̃ を求めることとする。 

 

7 分析結果 

web調査により収集したデータを用いて、前節で定義したモデルを用いて WTPを推定する。

推定に使用した観測数は 595 人である。推定に用いた変数は表 5 に示す。モデル（１）で

は提示額（対数）を用いるが、モデル（２）では表のすべての変数を用いて推定する。 

提示額（対数）は CVMシナリオで提示された金額（200円～800円）の対数値である。範

囲は CVMシナリオにおける無電柱化事業の範囲が 100mの場合は 1、200mの場合は 2とする

変数である。これは Scope test（Corson et al.、1996）のために用いる変数であり、もし

もより広範囲の無電柱化の方が支払意思額に影響するのであれば、係数はプラスになるこ

とが予想される。歴史好きは明治時代の産業の歴史が好きであれば 1、それ以外を 0とする

ダミー変数である。係数はプラスが予想されるが、富岡製糸場そのものに対する支払意思

の影響を考慮する変数である。無電柱化知識はアンケート時に無電柱化事業を知っていた

場合は 1、それ以外を 0とするダミー変数である。富岡経験は富岡製糸場へ以前に訪れたこ

とがある場合は 1、それ以外を 0とするダミー変数である。性別は男性であれば 1、女性で

あれば 0 とするダミー変数である。800 万円以上ダミーは所得が 800 万円以上であれば 1、

それ以外を 0とするダミー変数である。年齢（対数）は年齢の対数値である。 

 

表 5 記述統計 

変数名 説明 平均値 標準偏差

提示額（対数） 200 円、400円、600円、800円 6.10 0.52

範囲 無電柱化事業範囲：1.100m 、2.200m 1.51 0.50

歴史好き 明治時代の産業の歴史に対する関心：1.ある、0.ない 0.59 0.49

無電柱化知識 1.ある、0.ない 0.69 0.46

富岡経験 富岡製糸場訪問経験：1.ある、0.ない 0.50 0.50

性別 1.男性、0.女性 0.20 0.40

800万円以上ダミー 1.800万円以上、0.それ以外 3.89 0.27

年齢（対数） 0.16 0.37
 

注：観測数は 595 

 

分析結果は表 6 に示す。モデル（１）、モデル（２）より、価格が 1%水準で有意であり、

WTP に影響することが確認された。ただし定数項を見ると、モデル（１）では 1%水準で有

意なものの、モデル（２）では有意な結果とならなかった。これは無電柱化事業に対する
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WTPに、景観改善ではなく、その他が大きく影響している可能性が示唆される。モデル（２）

で価格以外に有意な変数を見ると、歴史好きが 5%水準で、800万以上ダミーが 10%水準で有

意となっている。つまり富岡製糸場周辺における無電柱化事業への WTP は明治時代の産業

歴史への関心が高く、年収が比較的高い人々が高い可能性が示唆された。また、歴史好き

ダミーが有意なことから、無電柱化事業による景観改善よりも、むしろ富岡製糸場そのも

のに対する好意が WTP に影響している可能性が示唆された。範囲は有意でないことから、

富岡製糸場近辺の無電柱化事業に対する WTP に範囲はそれほど関係ない可能性が示唆され

た。 

また、モデル（１）とモデル（２）から推定される WTP（中位値）はそれぞれ 120.06円、

114.70 円であった。観光客から寄付金を募った場合、全体の半分くらいが 114 円から 120

円くらいを払ってくれることを意味する。 

 

 

 

表 6 分析結果 

係数 標準誤差 係数 標準誤差

定数項 3.20 1.05 *** 2.48 1.79

対数価格 -0.67 0.17 *** -0.66 0.18 ***

範囲 -0.16 0.19

歴史好き 0.46 0.20 **

無電柱化知識 -0.03 0.21

富岡経験 -0.29 0.26

性別 -0.02 0.19

800万以上ダミー 0.43 0.23 *

対数年齢 0.16 0.36

W TP（円） 120.06 41.83 *** 114.70 42.43 ***

観測数 595 595

カイ二乗 15.06 27.29

対数尤度 0.02 0.04

モデル（１） モデル（２）

 

     注：***、**、*はそれぞれ有意水準 1%、5%、10%を表す 

 

次に、モデル（１）とモデル（２）によって推定した WTP（中位値）から、TWTP (total 

willingness to pay)を求める。TWTPは推定した WTPに、年間に富岡製糸場を訪れる観光客

の半数を掛け合わせることによって算出する。富岡製糸場（2016）によると、2016 年の観
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光客数はで 800,230 人であるため、この半数を用いて算出する。表 7 はモデル（１）とモ

デル（２）で推定した WTP の下限値、中位値、上限値を示し、それぞれの値を用いた場合

の総 WTPを示している。年間の観光客の TWTPは約 1.3千万円から 8.1万円であることが示

された。 

 

表 7 WTPと TWTP 

 

 

表 8 徴収額別の訪問人数・徴収総額・無電柱化可能距離 

 

 

次に、モデル（１）とモデル（２）の推定結果を用いて、観光客からどの程度の費用を

徴収でき、どの程度の無電柱化整備が可能か考察する。もしも観光客から入場料金に追加

して料金を徴収するのであれば、なるべく切りの良い値が望ましい。そこで無電柱化事業

のために入場料金にプラスして 100円、200円、300円の追加料金の値上げを行った場合を

考える。 

まず、モデル（１）とモデル（２）を用いて、人々の値上げが行われ場合のそれに対す

る支払確率を推定する。さらに今回はモデルから推定される支払確率を富岡製糸場来場者

全体の訪問率と比例的だと仮定する。よって、推定した支払確率（訪問率）を 2016年の観

光客数に掛け合わせることによって、値上げ時の観光客数を大まかに予測することができ

る。表 8より、100円の値上げ時には 41.8万人から 42.5万人の観光客が来ることが予測さ

れる。そして 300円の値上げ時には観光客は約 28万人まで減少することが予測される。次

に、追加的な値上げ分に予測した観光客数を掛け合わせることによって、観光客から徴収

可能な費用を求める。表より 100円の値上げ時には年間で約 4.2千万円、200 円では約 6.6

千万円から 6.7千万円、300円では約 8.4千万円となることが分かった。300 万円の追加料

総W TP（千万円）

下限値 38 1.5

中位値 120 4.8

上限値 202 8.1

下限値 32 1.3

中位値 115 4.6

上限値 198 7.9

モデル（１）

モデル（２）

（フルモデル）

W TP（円）

徴収額（円） 人数（万人） 総額（千万円/年） 総額（億円/5年） 整備可能距離(ｍ)

100 42.5 4.2 2.0 562

200 33.3 6.7 3.1 880

300 28.1 8.4 3.9 1,111

100 41.8 4.2 1.9 552

200 32.9 6.6 3.0 871

300 28.0 8.4 3.9 1,111

モデル（１）

モデル（２）

（フルモデル）
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金では観光客は大きく減少するものの、徴収可能な総額は大きくなることが分かる。 

さらに、今回の CVM シナリオでは無電柱化のための費用の徴収期間を 5 年間と設定した

ので、5年分の総額も算出した。期間の異なる TWTPを足し合わせる際、国土交通省（2018b）

が提示している社会的割引率 0.04を用いて現在価値に直している。 

最後に、5 年間寄付金を徴収した場合に無電柱化整備可能な距離を求める。1m の無電柱

化整備費用は国土交通省（2017b）より 35 万円/m として計算した。その結果、100 円の追

加料金により約 552m から 562m、200 円では 700m から 871m から 880m、300 年では 1,111m

の整備が可能であることが分かった。 

図 4 は富岡製糸場の周辺地図を示しており、点線で囲んだ部分は富岡製糸場を囲む道路

と入口へ向かう参道を示している。これら道路の距離は図 4 内の表にまとめている。もし

も 5 年間に 100 円の追加料金を徴収した場合、富岡製糸場入り口へ向かう参道と入口に面

した東部の無電柱化が可能となる。5年間に 300円の追加料金を徴収した場合、富岡製糸場

の周辺地域の無電柱化が可能となることが分かった。本研究から、もし富岡製糸場周辺で

の無電柱化事業の費用を観光客から徴収するのであれば、5年間で 300円の追加料金を徴収

する必要があることが分かった。ただし、追加料金を 300 円に設定した場合、観光客数は

現状と比較して大きく減少してしまう。観光客の減少は富岡製糸場の周辺商店街への経済

効果の減少にもつながる可能性があり、現実的にはこの点を十分に注意しなければならな

いだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4富岡製糸場周辺地図と無電柱化計画範囲 

注 1：地図は google mapより引用。 

注 2：表内の数字は点線囲いそれぞれの部分は仮想の無電柱化計画道路を示している。 
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8 まとめ 

本研究では、観光地における無電柱化事業による景観向上が、どの程度観光客に評価さ

れるかについて分析した。本研究では世界遺産である富岡製糸場に注目し、富岡製糸場近

辺における無電柱化事業を CVM によって評価した。調査は web アンケートによって、潜在

的に富岡製糸場を観光する可能性がある人々を対象に行った。 

分析の結果、富岡製糸場における無電柱化事業に対する観光客の WTPは 1人当たり約 115

円から 120円くらいとなり、年間の TWTPは約 4.6千万円から 4.8千万円となった。本研究

での分析モデルをもともとに、富岡製糸場で 5年間の値上げを行った場合、100円の値上げ

で約 2億円、300円の値上げで約 4億円を徴収することが可能となることが分かった。この

資金をもとに富岡製糸場周辺で無電柱化事業を行おうとした場合、100円であれば富岡製糸

場入り口前と参道（約 450m）を 300円であれば周辺すべて(約 830m)の無電柱化事業が可能

となる。ただし、料金の値上げは観光客数の減少をもたらすため、富岡製糸場周辺への経

済効果等を考慮すると、過度な値上げには気を付ける必要がある。 

最後に今後の課題について述べる。今後は無電柱化事業を行うための資金捻出方法に注

目しながら CVM を実施したい。本研究では観光客からの寄付という形で資金を集めて無電

柱化事業を実施するような仮想シナリオのもとで CVM を行った。しかし実際に無電柱化事

業を実施する場合は、地元住民からの税金が用いられることの方がより現実的シナリオに

近いと考えられる。また、近年では文化遺産の保全のためにクラウドファンディングが用

いられることもある。このような事業に対する人々の立場（地元住民か観光客か）や徴収

方法（税金か寄付金か）の違いよって、評価額に違いが出るかどうかを分析し、より望ま

しい資金の捻出方法について検討したい。 
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